The Formation and Development of Matsushita's Monthly Installment Sale System by 日高, 謙一
Title松下電器の月賦販売制度の形成と展開
Author(s)日高, 謙一



























アバ ッテ イの マ ク ロ経 済 理論 … … ・… … … … ・・… ・小 島 專 孝1
ポ ー ラ ン ドの市 場 経 済 移行 と
IMFコ ンデ ィシ ョナ リテ ィ … … … …・… … ・・津 久 井 陽 子31
人 目移 動 に対 す る経 済 的誘 因 の有 効 性 …・… … … 雲 和 広45
松 下電 器 の月賦 販売 制 度 の形 成 と展 開 ・・… … … ・・目 高 謙 一7ユ




:東郊 大 鼻 紙 …齊 學'會
T経済論叢{京 都 大学)第159巻第4.号,1997年4月
松下電器の月賦販売制度の形成と展開
日 高 謙 一















販相互の協力 と競争 とい う関連抜きに論ずることができないほど月販の重要性
は高まっていたのである。本稿で松下電器の月販制度を対象とするのもこうし
1)家 電業界における信用制度に着 目した研究 として,亀 田進,「家庭 亀嵩業界 にお ける月賦販売」











当初,松 下電器の月販会社はその運転資金を資本金,代 行店保証金,金 融機
関からの借入金でまかなっていた。 しか し,売上の増加 とともに必要資金量が























ラジオ需 要は195ユ年の民放 開局に.よって再 び盛 り上が りを見せ ていた。50年
代後半 ラジオ普及率は既 に50%を超 え,特 に都市では60%を超 えていた。.しか
も,主 力機種が ダイナ ミック再生式か らスーパー式へ と移行す る途上にあ った.
月賦 販売 は,再 生 式か らよ り高級 な スーパー式へ の買い換 え,低 所得層 への
スーパ ーラジオの普及を促進す るために必要 とされていた。
月販へ の動 きは各地で見 られ始 めた。小売店 による独 自の月賦販売組織 も形
成 されだ した。1950年,広島で無尽会社(相 互銀行)と の タイア ップで小売店
有志が集 まって ラジオ月賦販売共 同組合が結 成 されたのを皮切 りに,岡 山 ・鳥
取で も金融機関を利用 した月販が始 まった。 東京で も有力小売店有志が集ま り,
ラジオ月賦販売協 同組合が結成された2}。この東京で発足 した小売協 同組合 は,
小 売による月販協 同組合 と しては最大 の組織であ った。
「東京都 ラジオ月販協 同組合 」はメーカー直結で月販型を製作依頼 し,同 型
の ものは絶対組合員以外 には出荷 しない約束で早川,ミ タカ,八 欧,口 本精機,
神戸工業 を取引 メー カー としていた。発注の際は組合員個 々が3ヶ 月の手形で
契約 し,メ ーカーはその手形 を組合 に持ち込み,組 合 はこれを預か って期 日に
メーカーに対 して支払 を行 っていた3'。「東京 ラジオ月販協組」 の実績 は12月
555台,1月542台,2月589台,3月8ユ5台,1人月平均20台,こ れ に組合員個
人の取扱量 をあわせ る と約2倍 にな ると推計 され た噌}.
また,ラ ジオ需要の盛 り上が りに伴い月賦販売 の重要性が認識され,51年末
か ら通産省 は協 同組 合に対 し,月 賦 販売資金 の融資 を斡旋す るこ とを決定 し
2)電 波 新 聞,1950年10月30ロ。
3〕 電 波 新 聞,1951年3月5日 。
4}電 波 新 聞,1951年5月25日 。
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そ の他の月賦販売組織 として,例 えば ナシ ョナル ・ゼネ ラル ・シ ャープ ・ナ
ナ オラ ・テ レビアンの.各種有名 メーカー受信機 の月賦販売を一手 に引 き受 ける
「三重 ラジオ ・サー ビス」が5ユ年末 に結成 され6:脚,また翌52年には東 日本 ラ ジ
オ月鮫商工組 合が,ミ タカ ・山中 ・アルフ ァ ・帝 国電波の メー カー,今 村 ・小
川の卸界 の老舗,月 賦専門店の鈴や,佐 藤無線,天 野電気な どの発起人 によ り
発足 したη。
2ナ ショナルラジオ月賦販売会社の設立
1950年代前半,月 販対象商品 は主 と して ラジオであった。
松下電 器は月販会社 設立計画 の趣 旨の なかで,当 時月販が必要 とされた状況
を次のよ うに指摘 してい る%
全都市の1世 帯平均 月所 得11,630円の内,"文 化 費"6110%程度であ る。 し
か し,こ れで は10,000-15,000円の普及 スーパーさえ も購 入て きない。 こうし
た現状 に対 し,販 売店が安価 な組立品 を販売 した り,希 少な資 金の中か ら3～
5回 の月賦売 りを無計 画に実施 してい る。
松 下電器 は,優 秀 なラジオを一般大衆 に普及 させ るために,月 賦販売制度が
必 要である と判断 したので あ る。
.月販会社 設立 にあた って,そ の運営方式 について直集方式を採 るか代行店方.
式 を採 るかが検討 された。
両方式の シュミレーシ ョンの結果,健 全 な経営が成 り立つための必要資本額
に大 した差 はなか った。 しか し,直 集方式で は集金人が5～15名 と会計事務 に
3名程 度が必要で,さ.らに集金人の不正防止 の業務監査が必要にな り,業 務手
続 きが複雑 になる。 そのため,代 行 店方式 の倍 の経費が必要にな るとい う結論
5)電 波新 聞,1851T9月5H。
6)電 波 新 聞,1951年12月10日。
7)電 波 新 聞,1952年3月31日 、
8)第 ・事 業 部資 料,1951年7月15日 。
「rr…
松下電器の月賦販売制度の形成と展開 〔313}75
が出され,代 行店方式 の採用が決定 された。
月販会社 の業務 は,1)企 画調査,2)商 品の仕 入れ出荷,3)集 金,4)会 計
であ った。代行 店方式 を選択 した結果,月 販会社 の業務 は,商 品の仕入れ出荷
と代行店か らの集金,代 行店への販売 ・指導 ・監督 に限定 され ることにな った。
運転資金は資本金,資 本金 と同程度の借 入金,代 行店保証金 によって まかな う
計 画であった。
月賦販売取次 小売店 は ナシ ョナル ラジオ連 盟店 の中か ら有力店 を選定 し,
「月賦販売代行店」 として登録 した。設立 目標 を3,000店とし当初 は1,000店で
始め られた。代行 店の業務 は次 の通 りであ る。代行店で 月販客 を選定 し.月 販
契約が成立すれば 「ラジオ月賦購 入契約書」を作成 し,購 入者か ら第1回 掛 金
を受 け取 り,購 入客には 「月賦購 入通帳 」を渡す。代行店 は 「契約書」 を月販
会社 に返送 し,月 販会社 は 「契約書」 を受 け取 った後,商 品 を代行店 に納入す
る。第2回 目支払以 降,代 行店 は集金 した商品代金 を月末現金で月販 会社 に支
払い,分 割代金 を全額回収す ることに よって代行店 の利益 は実現す る。つ ま り,
代 行店方式で は,危 険負担や責任 は代 行店 がすべ て負 うことにな っていた(代
行 店方式 は``自店 月販"と も称 した)9)10)
月販経路で は,月 販会社以外 には販売 しない と約束 され,月 販会社向 けに特
別に設計製作 され た商 品を扱 った。取 り扱 い商品 は,ユ)ナ シ ョナ ル5球 スー
パー標準 品級,2)同 普及品級,3>ナ シ ョナル5球 オー ルウェーブ普及品級の
3種に限定 され たL%
月販 会社 は代 行店への援助 として,「代行店」 の看板,商 品説明のチ ラシ,
月販 の利を説 くビラ,プ ライスカー ドの提供,月 販 の新 聞広 告掲載,「代行 店
リポー ト」 の発行,月 賦 客 の選 定の仕方 や効率的 な集金の方 法の指導 な どを
行 った1%
9)松 下 電 器 産 業,r営 業 史 ・戦 後 編j,1980年,254ペー ジ。




松下電器 は51年10月,兵庫県 に 「神戸 ナシ ョナルラジオ月賦販売会社」 を設
立 したのを皮切 りに岡,全 国的に月販会社 を展開 してい った。
大 阪で は52年3月,南 北 ナシ ョナル月販 会社 を設 立 した。 当時大 阪で は,
「マ ツダラジオ販売大阪地区協 同組 合」が大 阪の有力小売店120余の協賛 を得
て5月 に成 立 し1`},また在阪有 力卸 であ ったエス キ電 機働が傘 下有力 販売店
150余で 月販会を結成す るな ど,月 販への動 きは活発 になっていた。
京都 で も51年12月,「京 都ナ ショナ ルラジオ月販会社」 が社 員4名,資 本金
300万と小 規模 であるが発足 した16)。
同年10月,「神戸 ナ シ ョナルラジオ月販」 は 「兵庫 ナ シ ョナ ルラジ オ月販」
に改組されたm。
改組理由 として,D現 在 の限定地域(神 戸)で は経 営基盤が不安定で あ り,
播丹地 区県 下一 円に販 路を拡張 し安定販売網 を築 く必 要があ る。2>一 般.代理
店取引が姫 路及び神戸 に交叉 してい るのに月販 地域 を2分 してあ るの は不合理。
3)宣伝 ・販売政 策におい て県下 を統一 した方 が一層効果があ る。以上 の点 を
あげている。
「兵庫ナ シ ョナル ラジオ月販 会社」 は,旧 神∫..ガ月販 の資 本金300万円(松 下
150万,在神代 理店3店150万〉を資本金500万円(松 下250万,神戸 ・姫路 及び
郡.部代理店7店 で250万)に増資 した。販売 地域 は,西 宮 ・尼崎 を除 く兵庫県
下一円で,代 行店数 は神戸54軒,県.ド80軒の計134軒,月間販売計画500台とし,
利 益 目標 を6,8%としていた。運転資金 は資 本金600万,借入金600万,代行店
保 証金335万の計1,435万であ った。
同様 の月販会社 の統合 ・規模拡 大は大阪で も行われた。









それまで南 月販の真野,北 月販 の浅井両氏が経営の任 に当た って きた。 しか
し,54年の不況 に際 し,両 氏 とも電化社,東 亜 電器の経営 に専念す る ことに
なった。 これ を期 に南北月販 を統合 し,松 下電器が 月販運営 の中心 として活動
す ることにな った。
統合計 画で は,統 合 によ って1)経 費が約28%削減で きる,2)人 的配置の
合理化,3)機 動力の発揮 が期待で きる としてい る。 この統合で,「大阪ナ シ ョ
ナル月販」 は資本金1,000万(松下500万,14代理店500万),代行店250軒で保
証金820万,借入 金南 北計2,720万の運転資金で,月 販売計画1,000台とし従業
員22名の会社 となった。
一方,京 都 では同時期54年9月,京 都 ナシ コナル電器販売 取締役 と京都 ナ
ショナル ラジオ月販社長を兼任 してい た寺 田泰三氏が ラジオの販 売に専念す る
こととな りL9〕,月販部門 を含んだ商 品別販 売.会社が 設立 された。「京都ナ シ ョ
ナルラジオ月販会社」 は 「京都 ナシ ョナル ラジオ販 売」 に統 合された。 また,
京都で はラジ オだ けで な く,「京都 ナ シヲナル洗濯機 販売」で洗濯機 の月販 も
行 われ た。
月販 会社 は52年中に28社設立 され3,♪,53年中には35社となったZu。そ して,




松下電器 は,195ユ年後半か ら54年代 まで の約3年 間で急速 に月販 会社 を設立
していった。将来 白黒テ レビや冷 蔵庫 はまさに月販 に適 した商 品 と見 られ,こ
18)大 阪 営 業 所 資 料,1954年8月 、
19)京 都 ナ シ ョナ ル ク レジ ッ ト前 掲 書,9ペ ー ジ。
20)松 卜.電器 産 業,『 松 下 電 器 五1..年の 略 史』,1968年,234ペー ジ。
21)自 転 車 月販会 社 は含 ま ない 。 また,こ れ は大 阪 南 北 月販 統 合前 の数 字 で あ る。
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れ らの商品を普及 させ るため に月販経路への期待 は大 きか った。そ こで,55年
8月 ラジオ月販制度 の問題点が検討 された。
営業会議 にお ける社長 の発言 を整理す ると次の点に要約で きる2㌔
ユ〉 月販 制度 と しての はっ き りとした性 格 を失 って,た だ松 下電器 の販 売
ルー トが市販 と.月販の2つ になっただ け とい う状 況にな ってい る。2)月 販 会
社が次 第に弱体 化 し,経 営が ルー ズになっている。3)月 販 会社相互 間に大 き
な格差が現 れつつあ る。4)今 後 白黒 テ レビ ・冷蔵 庫 などの商 品を月販 ルー ト
に乗せ,市 販 ・月販を2大 基本線 とす るために,月 販 の地盤 を固める必要があ
る。
また,高 橋荒太郎専務 は,「代理店 の商売が現金で立派 にや れ るように,之
を月販 会社 が側面か ら援助 す ることが,設 立当初の1つ の意義 で もあった訳だ
が,最 近 の状況で は必 ず しもよい結果 とは言 えない。」劉 と現状 を評 してい る。.
実際,月 販会社 各社 の現状報告 によると,契 約書回収率 が非常 に悪 くなって
いる ことが分か る困〕。 これ は契約書の返送 な しに商品 を納入 してい ることを意
味 している。.そのために,市 販 と月販の両 ルー トの区別が曖昧 になっていた。
藤 尾津与次 常務 は,「契約書 の返 送に よ り,代 行店か ら需 要者 に売 れてい る実
態 をつかむ こと.が根本 問題であ る。」25,と基本方針の徹底 を訴 えてい る。
このような押 し込み販売 の当然の結果 と して売掛金 回収率 は低下 し,松 下電
器 の指示利益率を達成で きない 月販会社が多 くあ った。運転資金 を銀行か らの
借入金で まかなわなければ ならなず,そ のために運転資金調達 コス トが高 くつ
くようにな っていた。
2月 販 取 り扱 い商 品 の 拡 大
1955年11月,営 業 本 部 に 月 販 部 が 新 設 さ れ,月 販.会社 の 所 管 は 第1事 業 部 か
22)松下電器産業経営資料,1955年8月2～3日。
23,同上。




ら営 業本部 月販 部に移 された駈コ。 これ は,ラ ジオか ら全製 品月販へ の準備 が進
め られてい った ことを意味す る。
当時,ラ ジオ以外 の月販会社 と して,東 京で冷蔵庫 月販会社が設立 されてお
り,ま た京都で は販社が製品別に分割され る際 に,洗 濯機 を扱 う 「京都ナ ショ
ナル洗濯機販売」で洗濯機の月販が行われていた ぐらいであ った。そのため,
テレビや冷蔵庫 は割賦特別便宜販 売2ηが主流で あった。
56年12月,いよい よ大阪でテ レビ月販が開始 され た。対象商品は14吋標準 テ
レビ 「T-1463」であった。需要者 との契約 は代行 店,テ レビ特約店凋 が当 た
り,販 売店は契約 と同時 に現金15,000円を受け取 り,第1回 払い込み と同時に
現物 を渡す。月賦期 間は12ヶ月で,掛 け金の回収は福徳銀行が行 うとい う方式
が採用 された。契約販売店 のマージ ンは契約時,回 収1仁ばと満期時の3回 に分
けて支払われ,業 者マージ ンは現金販売 よ り約8%少 ない16ユ%で あった2%
続い て57年,名古屋で も銀行 との タイア ップでテ レビ月販 を開始 した鋤。.
57年6月には 「東京 ナシ ョナルテ レビ月販会社」が設立 された。東 京の場合,
.代 行店 が販売 ・契約 ・集金 ・アフターサー ビスの一切 を行 う代行店方式が採用
され,約200店が代行 店契約 を結 んだ31♪。
以後全 国的にテ レビ月販会社を展開 していった。大阪 ・名古屋 のよ うに新.規
にテ レビ月販会社 を設立 し,集 金を地方銀行が行 う形態,東 京のよ うに ラジオ
月販 と同様 の方式 のテ レビ月販会社を設立す る場合,あ るいは北 海道 ・広 島の
ラジオ月販 会社,京 都 の 「ナシ ョナル電器販売 会社」 といった既存の 月販 会
26)「 営 業 史 」,148ペー ジ0
27)製 造 業 者 又 はそ の 販 売 会 社 が小 売 業 の消 費者 に対 す る割 賦 販 売 を促 進 ず る ため,卸 ・小 売 業 者
へ の分 割,資 金 の 融 通等 特 別 の 便 宜 を与 え る方 法 で あ る 〔日本 商 工 会 議 所,「 わ が 国 に お け る割
賦 販 売 の 現 状 』,1958年,35ベー .ジ)、1955年テ レ ビは この 方 法 で93.3%,冷蔵 庫 は100%が 割 賦
販 売 され て い た(同 上,97ペ ー ジ,第Z表 〉。
.28}特 約 店 の 資 格 は テ レ ビの アフ ター サ ー ビス を行 う こ とで,松 下 電器 は テ レ ビの修 理 技 術 を 持 っ
た小 売 販 売 店 をテ レ ビ特約 店 と して 認定 してい った(電 波 新 聞,1956年6月6日).
29〕 電 波 新.聞,1956年11月14日,11月1813。
3① 電 波 新.聞,1957年2月27日。
31)電 波 新 聞,.7957$"5」]299,7月17日。
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社 ・販売 会社 を利 用す る形で テ レビ月販が展開 され てい った鋤。そ して57年5
月,月 販 ルー トに市販テ レビも流す ことが決定 された認♪。
一般 にテ レビの 月賦販売期間610ヶ月か ら12ヶ月であ った。一方,小 売販売
店が 自店 の資金で可能 な分割販売期 間は6ヶ 月といわれていた。テ レビな どの













そして,同年2月 から直集方式が東京 ・大阪などの一部地区で開始され,同 年
秋には全国的に実施されるようになった35}。同時に,東京では 「東京ラジオ月
販」,「冷蔵庫月販」,「テレビ月販」の事務所 を集結 し統合1本 化の準備 を進
め36},5月に 「東京ナショナル製品月販」を合併新設 した。同時に 「中部ナ
ショナルラジオ月販」で も 「中部ナショナルテレビ冷蔵庫月販」を吸収 し,
32)電 波新 聞,1957年3月20日。
33)電 波新 聞,1957年5月1日 。
34)電 波 新 聞,1958年1月29日P
35)「 営 業 史」,148ペー ジ。
36)電 波新 聞,1958年2月5日 。
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「中部ナ シ ョナル製 品月販」 として総合月販会社を発足 させ たa9。
大阪では,58年12月,ラジオ月販会社を 「大阪ナ シ ョナル製品 月賦販売」 と
社 名変更 し,直 集方式 を採用 して主要大型商 品全品対象の月販会社 とした園,。
京都では59年11月,製品別販売会社制度を解消 した後,全 商 品対象の 「京都 ナ
シ ョナル製 品月賦販売」 となった3%
しか し,一 気 に代行店方式か ら直集方式 に移行 したわ けではなか った。58年
中,i首集実施地 区で の直集 比率 は2月切 り13.6%からユ2月切 り54.5%にな り,
平均で は50.O%になった。 これを月賦 販売総額 に対す る比率で見 てみる と,2
月切 り0.3%,12.月切 り19.1%であ った鋤。
代行店 は市販販売会社か ら市販 製品を仕 入れ るだ けで なく,月 販会社か らは
月販製 品は もちろん,制 限はあ ったが市販製品 も仕入れ ることがで きた。代行
店 は ユ)現金販 売,2)代 行店 方式に よる月販(自 席 月販),3)直 集 方式月販
と選択が可能であ った。1950年代後 半に直集方式の比率 が次 第に拡大 してい っ
たが,中 心 は代行店方式であ った。
b)直 集方式 の展 開と月販代行 店網 の拡大
57年頃か ら家電.メ一方一各社は月販会社設立,月 販網強化を行 ってい た。松
下電器 が東京 に総合月販会社 を設立 したよ うに,松.ド電器 のお膝下で ある大阪
に も月販会社 「東京家庭電器」支 店(東 芝)や 「大阪 日立家庭電器 月販」が設
立 され た41♪。58年,末 端の代行小売店数 において,松 下電器の月販網はマ ツダ
リンクス トアに比べ劣 っていた。松下電器 にとって月販網 を拡大す ることは急
務であ った。直集方式 の実施 はそ の期であ った。
58年10月か ら代行店制度 に加 え,指 定店制度 を実施 した姐,。これは8月 切 り








要な ことや,代 行店の増設 ・.入れ替えの際既 設代行店 の承認を得 る必要がある
ため代行 店制 度が柔軟 に運営で きない,と い った既存制度 の弱点 をカバーす る
こ とが この制 度の 目的で あった。
代行店 と指定 店の違い は次 の通 りで ある。1)代 行店が市販 ・月販両 型の商
品 を扱 うの に対 して,指 定店 は市販型 のみ扱 う点。2)代 行店 は月販業 務を ど
こまで行 うか選択 で きるのに対 して,指 定店は販売のみ行 い信用調査 ・集金は
月販会社が 行 う点。3)代 行店 にな るため に保 証金が必要 なのに対 して,指 定
店は不要 な点。 この4点 で ある。
指定 店は,市 販型商品を月賦販売す る と月販会社に連絡 し,調 査 及び2回 目
以降の集金 は月販.会社が行 った。月販会社 は指定店 に手数料を支払い,販 売会
社 に対 して商品代金 の立 て替 え払いを した。販売会社 は指定店 に対 し該 当商 品
を補充又は帳引 きす るこ とになっていた・㌔`
この制度の 目標 は,代 行店3,970店(58年8月20日現在)の 他 に指定店1,100
店 を選定 し,月 販小 売店を5,000店にす ることであ った。指定店制度実施2ヶ
月後 の58年12月20日時点で,代 行店4,346店,指定店7ユ7店,計5,063店の月販
網がで きていた。
しか し,代 行 店数 の増加や指定店制度の実施 によって市販 と月販の区別は曖
昧 になっていた。月販 に.・般市販関係 との統 一的な施 策が必要 とされ,60年2
月営 業本部 月販部 は廃止 された。月販業務 は商務部 月販 課が担 当す ることに
なった4㌔
59年末か ら60年にか けて,月 販 総額 に対 す る直集比 率 は59年12月切 りで
29.6%,60年]月か ら4月 累計で32.3%と,直集の上昇速度が鈍 って きた451。
また,回 収状況 は59年11月切 り,代 行店方式79.4%,直集方式88,3%,総合
81.5%と悪化 してお り,ま た利益率 も指示利益率 よ り低 くなっていた45〕。
43>「 事 業 史1,1958年10月目
44>松 下 電 器 経 営 資 料,1960年2月15目 。
45)営 業 本 部 資 料,1960年6月14日D
45)営 業 本 部 資 料,1960年1月11日 。
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このよ うな現状下,月 販会社 の販売増進策 につ いて検討 され た47)。代行店 の
現状 は60年4月 現在,代 行店数6,934店で,1店 当 た り全 国平均 売上 は12,9万
円で あった。 この うち,月 売上15万円以下 の代行店が全体 の77%,1万 円以下
が17.5%を占めていた。月賦販売網 の拡充 のため,1>代 行 店取扱 高 を15万円
以上 とす ること,2)代 行店(指 定店含み)10,000店とす る こと,そ のため に
各 月販会社は連盟唐車代行店 の比率 を30%以上 にす ること,がR標 とされた。
また,有 力代行 店を月販専 門店(EP協 力店,以...ド協力店)と して月販伸 長
の基盤 とす る新制度 も検討 され た羽,。全国で月売上30万円以..ヒの販売店は全体
の8.3%の552店あ り,販 売高では45.3%を占めてお り,こ れ らの代行店 を組織
化 して強化 しようと した。特典 として,協 力店 に半期毎の実績 によってボー ナ
ス積立金49を贈.果す る制度や月販研究懇談会への招待制度が設 けられ,こ の特
典の財源 と して月販売上の⑪.98%を予算 にあてた。
その他,直 集制販売 において購 入客が代金を月販 会社 に持参或い は振 り込む
代金払込制度 も検討 されだ ㌔ 直集比 率の上昇 によ って,月 販会社 は集金 の効
率を高める とともに,集 金人雇用にかか る経 費を合理化す る必要があ ったウ
60年.F期,直集比率 は37.2%と緩慢 な上昇 しか見せ なか った。 また,直 集の
増進 を 目指すあ ま り,調 査 ・集金 ・管 理の合理化 がお ろそか にされ る傾向 に
あ った。代 行店数 は11月20現在で7,525店で,目 標 の10.000店には及ばなか っ
た。 ただ1店当た り販売額 は漸次上昇す る傾 向にあっだ1)。
そこで,61年初頭,代 行店会運営 の強化が検討 され た5%代 行店.会の現 状は,
月販会社の売 り出 し,代 行店 の増設 に全面的 に協力 的な活動 を してい る会は3
47〕 営 業 本 部 資料,1960年6月14目 。
48}同 上 。
49)ボ ー ナ ス 積立 金 は半 期600万の 売上 に対 し3% ,420万で2.5%.300万で2,0%,240万で1,5%,
180万で1.D%で あ った(同 上)。
50)支 払期 限 まで に持 参 ・振 り込 み を 行 った 客 に対 して,家 庭 用 電 球 ・蛍 光 灯 ・ラ イ ト付 きペ ンシ
ル ・ガ ス ライ ター ・資 牛 堂 石 鹸 ・洗 剤 ・歯 磨 き等 の景 品 又 は その 引 き替 え クー ポ ン券 を贈 量 す る
〔同上)。
51)営 業 本 部 資料,1961年1月11日 、
52)同 上。
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つ程度 に過 ぎない とい う状況であ った。その他 は,殆 ど活動 していないか,代
行 店増設 にあった って従来の店が既得権 を主張 してなか なか承認 を与 えないか,
或 いは他 メーカ「系列店が混入 しているため会の運営 に円滑 さを欠 く,と い っ
た状況 であ った。競争 は一段 と厳 し くな ってお り,代 行店会 も.単に懇親会的存
在 か ら脱却 し,運 営 を強化活発に して系列 強化 をはか るように運営 されてい っ
た。 その際,非 協力店は整理 していった。
また,低 所得層へ のテ レビ普及 の徹底 をはか るために53),現状 を追認す る形
で鋤,テ レビについて12回にカ1.iえ16回の直集 月販 を実施す ることが決定 され た。
月販 の弾力 的運用 はさらに推進 され,ユ2回以内の月販 の制度化,16～18回の
長期 月販の制度化,予 約積立制度 と複数の月販プ ランが用意 されだ%
代 行唐 網 も徐 々に拡大 して い った。62年11月には ナ シ.ヨナ ル店.会員 店 は
ユ2,8ユ5店(全電気居 中37%)で,月 賦販売店は9,764(N店会中77%)と な り,
63年5月 に は店会 員 店13,089店(同38%)で,月賦 販 売 店 は10,777店(同
82%)と なった5%第1表 は松下電器代行店網 を質的側面 か ら見 た もので ある。
代 行店数で は 目標 の10,000店を達成 した ものの,そ の稼働率の点か らはまだ不
十分であ った。
一方 ,月 販 において松下電器 と激 しい競争 を繰 り広 げた東芝の月販は61年度
か ら62年度 にか けて47.2%とい う上昇 率を示 し,松 下電器の上昇率を凌駕 して
いた。 東芝 は北海道,.東京,関 西,九 州で,松 下電器 は東北,中 部,中 国,四
.国で強か ったが,62年度,東 北 ・中部 で も東芝 の猛追 によってその差 が大幅 に
縮小 され ていた5ア}。
53)月 賦 利 用 者 は 家 計 費 の 中 約10%を 月 賦 払 い に あ て て お り,1回 の 支払 額 を 少 な くす る こ とに
よ っ て低 所 得 層(月 家 計 費26,000円以 上)へ の 普 及 を徹 底 す る こ とが 目指 され た 〔同上 〉。
54)実 際,1958.12.一1960.8の実績 で は,12回 以 内 の 分 割 は64%で 残 り36%は13回以Lの 分 割 を利
用 してい た 。 また.1960.7-12の実 績 で は,大 阪 月販12回9%.15回91%。 東京 月 販12同8%,
13回14,5%,16回77.5%。紀 伊 月販15回24%,17回76%,と 現 実 に は 確 実 に 長期 化 してい た(同
上)。
55)営 業 本 部 資 料,.1962年3月23日。
















合 計 10,777 7,537 3,240 69彫
*全 月販店中に実績店が占める割合。
出所:営業本部資料,1963年6月18日。
松下電器 は月販網 の一層の拡大強化を行 っていった。 しか し,そ れは同時 に
松 下電器内で市販 ・月販 の区別 を曖昧 にし,両 者 の競争 を激 しくす る とい う結
果を もたら した。
IV月 販会社の経営状況と市販会社 との関係
前節 で述べた よ うに,代 行店 の販 売方法 は ユ〉現金,2)月 販((a)代行店方
式(B方 式),(b)直集方 式(C方 式))と 分類で きる駄 松下電器で は,市 販総
額がユ960年上期 を100とした とき,63年上期192に対 し,月 販総額 は60年上期を
基準 と して,63年上 期259と市販 を上 回 る.卜昇率 を示 した。 市販総 額に対す る
月販総額は60年上期 にW1.1%で あ ったのが,63年上期 には15.7%とな った")。
特 に月販 の中心 になったテ レビは,急 速 な普 及のた め59年後半か ら月収2～
3万円の低所得層へ の販売段 階に達 していた。そ のため長期月販の必要があ り,
小 売店は資金難か らメー カー月販利用 を余儀 な くされていた5D)。小売店が 自己
第2表 対市販総販売額月販占有率
ユ960上 60ド 田上 61下 62上 62下 63上
占有率 n.1% 12.3%14.0%14.5%15.0%15.0%15.7%
出 所:営 業 本 部 資 料,1963年6月18日 。
58)1961年下 期,某 地 区で の テ レ ビ販 売 は,1)現 金27.6%,2)月 賦2～6ヶ 月 が24.5%で,7-
12ヶ月32.2%と13ヶ月以 上15.7%の計47.9%が直 集方 式 月販 の適 用 対 象 で あ る。 な お こ の 地 区 の
制度 月 販 平均 利 用 率(全 製 品)は45.0%で あ った 、 〔営 業 本 部 資 料,1961年下 期)。
59)営 業 本部 資 料,19636月18日 。
60)電 波 新 聞,1959年11月7日,21日 。
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理 ・調査部門が対応できないために,直集方式であ りながら集金 ・調査を代行
店に委託することも行われてお り,そのことが一1曽債権管理や調査の不徹底を


























貸 し倒 れ事故 が発生 し,押 し込み販売に よってサイ トは延長 し,そ の結果 回収
率 は低下 していった。
回収率の低下のために月販会社 は資金繰 りを苦 しくさせ ていた。そのため,
月販会社 と営業所 決済において も現金決済の原則 が徐 々に崩れつつあ った。テ
レビの月賦販売が長期化 してい ったため に,松 下電器 はさ らに手形の長期 化を
容認せ ざる得 ない状況 にな ってい った56〕。松 下電器 は月販制度 の正 しい運用 を
再度徹底させる必 要が あった。
代行店に対 し,代 行店の経営内容 を精査 ・助成 を行い貸 し倒 れ事故 の起 こ ら
ないよ うにす るとともに,直 集方式 では毎 月の確実 な集金訪 問,最 初 の徹底 し
た調査が 回収率 を向上 させ るポ イン トで あった6η。そ こで,ユ)調 査 能力 と見
合 う販売 を行 うこ とと100%調査 の実施。2)直 集方式 にお け る代行店 委託調
査 ・集金 の禁止。3)信 用調査 のチ ェックリス トを点数表示 の ものに改め判定
基準 を明確 にする。3)直 集地域 が全 域 に広が って いるので 能力 範囲内に圧縮
す る。4)集 金 日は相手 と相談 し集金 ピー クが大 き くならないよ う留意 する と
いった直集改善対 策が打 ち出された田}。
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第4表 〔単位:ヶ 月分)
B/S
現 ・ 預 金 ⑪.4 買 入 債 権4,1
固 定 資 産o.6 借 入 金2.8
売 掛 債 権6.7 資 本 金0.2
商 品0.8 内 部 留 保.0.3
固 定 資 産0,3 そ の 他1.6.
そ の 他0.2
計9.0 計9.0
出 所=松 下 電 器経 営 資 料,1962年3月22日 。
いたため に,松 下電器 は,分 割期間の短縮 と回収 の強化 によって売上の増加 に
伴.う資 金の増大 に対処す るよう月販会社に求めた59,。
当時,月 販会社 の資 本構成 は 自己資 本が ユ0%程度 と極度 に少 なか った'。〕 不
足資金 は松下電器に よる与信,つ ま り松下電器 に対す る支払延長 と,銀 行か ら
の借入金でまかなわれ ていた。
月販の平均分割期 間は12ヶ月で あ り,月 販会社 と販売店 の取 引は5.5ヶ月サ
イ トであ るべ きで あるが6,7ヶ月 と長 くなってお り,月 販 会社は不足資金分の
.大 半を松 ド電器 に対す る支払 延長(買 人債権)に よって カバー していた。松下
電 器 と月販会社 のサ イ トは長期化 し,市 販会社 と同程 度になっていた7'㌔
月販会社の資金調達の方法 として,1)回 収率 を最低で も90%にす る,2)売
掛債権 を6ヶ 月分以内にす る,3>銀 行借入 を4ヶ 月分 にす る,4)内 部留保 を
厚 くす る(35～40%),5)設備投資 は極 力抑 える,6)増 資 を月販 会社 に指示
し,松 下電器 と して も増 資の協 力,当 分の間2,5ヶ月サ イ トを認め る,な ど月
販 会社 に対 して全社 的な資金調達援助に乗 り出 さざるを得 な ぐなっていた吻。
しか し,銀 行借入金 は金利負担 とな り,ま た回収強化 は集金人増 とな って経
69)営 業 本部 資 料,1961年。
70>営 業本 部 資 准卜.1961年.卜』期u







代行店に対する売掛サイ トは伸び,リ ベー ト増 とつながっていた。64年熱海会
談前夜,月 販会社と販売店との間のサイ トは9ヶ月,10ヶ月と引き延ばされて
いた。そのために一層多 くの資金が必要になり,松下電器 と月販会社間で もさ
らにサイトが延長してい くといった悪循環を招いていた。










Vお わ り に
以上検討 して きたよ うに,松 下電器の月販制度の普及 と拡大は,他 メーカー
との販売競争上不可 欠で あったばか りでな く,月 販 会社が主体 となって月賦販
売 を制度化 し,小 売店にこれ を利用 させ ることによ って小売店の資金上 の制約
を克服す ることを 目的 としていた。
1950年代前半,ラ ジオ月販 会社 の設立 は,ラ ジオの普及率が上昇 し低 所得層













しか し,完全に直集方式へ移行することはで きなかった。それは,直 集方式
における調査 ・集金 ・債権管理体制が月販会社に確立 していなかったために,
月販会社の自己資本蓄積が進まなかったか らである。本稿で対.象とした時期は
月賦販売額比率で見れば代行店方式が中心であった。月販会社は,代 行店方式
を中心 とし他人資本に依存 して売..ヒを伸ば していった。売上を伸ばすために次
第に月販が制度通 りに運営されなくなっていった。
このことは,市月販の区別を曖昧にし,両者を押 し込み販売競争に駆り立て
た。流通在庫は増加 し長期手形の膨張や値崩れが起 こり,販社や小売店の財務
状況 も悪化させた。1960年代半ば,政 府の金融引き締め政策による与信の減少
に加え,夏物商品の売れ行 き不振がこの問題を一層深刻にした。65年2月に打
ち出された新販売制度の最大の柱は月販制度の改革であり,市販と月販の完全
な区別であったと言える。
